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2025年問題がクローズアップ 

• 団塊世代が2025年に75歳以上となることで、

官民は、この時点を転換点としているが、日本
社会が考えねばならないのは、2045～2050年
の団塊ジュニア世代が75歳になる年である。 

• 団塊ジュニア世代の後には、支える世代が少
なく日本社会は成り立つのか？ 

• 2045年～2050年に向けた日本社会のあり方を
議論しなければならない。 
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年金の種類 
• 国民年金のみ：5万円前後 
• 厚生年金   ：15万円前後 
• 共済年金   ：17万円前後 
• 国民年金 
  ＋遺族年金：８～９万円前後 
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年金未納者が多い現状 

厚生労働省年金局・日本年金機構「平成２4年度の国民年金保険料の納付状況と今後の取組等について」      
平成２ ５ 年６ 月２ ４ 日」から 3 
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5 厚労省「平成23年所得再分配調査報告書」30～31頁2013年10月11日から作成 



6 社会保障審議会介護保険部会（第57回）平成28年11月25日より 
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社会保障審議会介護保険部会（2016.8.31）より 9 



• 総務省によれば２０１６年に成人に達したのは約１
２３万人で、早生まれの若者を加えた数が全国の
成人式の対象者だった。しかし、成人に達する人
数は減少を続け、２０年約１１８万人、２５年約１０
６万人となる見通し。しかも先月、１６年の出生数
が１００万人を割り込む推計。 

• 一方、団塊世代が成人に達した１９６８～７１年に
は２４０万人前後、団塊ジュニア世代の９１～９５
年は２００万人前後だった。 

• 厚生労働省資料によれば、国民年金において４５
年生まれの人が支払う保険料額が４００万円、受
け取る給付額は１４００万円で、３・８倍（物価上昇
分を勘案した倍率）の見通しとなっている。 
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• しかし、９５年生まれの人は保険料額１５００万
円に対して給付額は２３００万円と１・５倍（同）に
すぎない。公的年金制度は損得勘定で考えるべ
きでないとしても、２０代、３０代の負担と給付を
団塊世代と比べれば、世代が若くなるにつれて
不利になる。 

• これらは医療や介護といった制度でも同様で、
現在の社会保障制度の基軸となっている「世代
間扶養」が利かなくなっているのだ。 

• そのため、社会保障制度の基軸を「世代間扶
養」から「世代内扶養」に大きくシフトして、高齢
者同士の再分配機能を強化させるべきである。 
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独居高齢者と老夫婦のみ世帯の増加 
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 2011年3月に株式会社ニッセイ基礎研

究所が公表した「セルフ・ネグレクトと孤
立死に関する実態調査と地域支援のあ
り方に関する調査研究報告書（委員長：
岸 恵美子教授）」の中で、全国の６５歳
以上高齢者の孤立死数の推計（死後4 
日以上経過）を １５,６０３人（男10,622 
人、女4,981 人）とした（平成22 年度老
人保健健康増進等事業による）。 
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東京23区内における65才以上の孤独死の件数推移 
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圧倒的に男性が多い孤独死 

 「孤独死」は社会全体の問題であるもの
の、とりわけ中高年男性にとってみれば、
切実な課題なのかもしれない。何十年、仕
事ばかりに励み続け、ついに定年になった
ら熟年離婚。財産は妻と分かち合って、多
少、残ったとしても、頻繁に多くの人々と
のつながりを意識していないと、「孤独
死」になりかねない。もちろん、死別やそ
の他の要因で、独居生活となっても、状況
としては同じことであるが。 
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 介護問題は、誰もが抱える問題であり、「介護
離職」「誰が介護するのか？」「在宅と施設介
護」「介護人材不足」「遠距離介護」 

↓ 
親の介護（労働者の視点からの介護）？？ 
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社会保障審議会介護保険部会（第57回）平成28年4月22日より 17 



19 
首相官邸「一億総活躍国民会議資料」平成２７年１０月２９日 18 



• 要介護者等からみた主な介護者の続柄をみると、
6割以上が同居している人が主な介護者となって
いる。その主な内訳をみると、配偶者が26.2％、
子が21.8％、子の配偶者が11.2％となっている。
性別については、男性が31.3％、女性が68.7％
と女性が多くなっている。 

• 要介護者等と同居している主な介護者の年齢に
ついてみると、男性では69.0％、女性では68.5％
が60歳以上であり、いわゆる「老老介護」のケー
スも相当数存在していることがわかる。 

 
19 平成28年版高齢社会白書より 



 いっぽう、厚労省の資料によれば、全国で必ずし
も同居とは限らず働きなら何らかの介護に携わる。
または同居して専業介護している家族は約６８３
万人にのぼり、そのうち男性が約４割程度となって
いる。 
 総務省「平成24年就業構造基本調査」によれば

働きながら介護に携わる人は、２３９万９千人で、
男性１０２万７千人、女性１３７万２千となっており、
そのうち約６割が４０～５０歳代である。 
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万人

介護・看護により前職を離職した15歳以上人口

出所：総務省『平成24年就業構造基本調査』2013年７月12日73頁から作成
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• 家族の介護や看護を理由とした離
職・転職者数は平成23（2011）年10
月から24（2012）年9月の1年間で
101,100人であった。とりわけ女性の
離職・転職者数は、81,200人で、全
体の80.3％を占めている。 

• また、男女・年齢別にみると、男女
共に50代及び60代の離職・転職が
それぞれ約7割を占めている 

22 平成28年版高齢社会白書より 



23 首相官邸「一億総活躍国民会議資料」平成２７年１０月２９日 



 育児・介護休業法に基づけば、要介護状態にある
対象家族を介護する労働者は、93日間は「介護休
暇」を取得できることになっている。 
  しかし、介護しながら働いている者が実際に「介
護休暇」を取得した割合は、女性が2.9％、男性が
3.5％と合計3.2％にしか満たない。理由としては、

「職場の人に迷惑をかけなられない」「制度自体を
知らない」「収入が減ってしまう」などさまざまだ。し
かも、事業所（勤務先）に介護休業の規定がない割
合が3割以上となっており、小規模事業所ほどその
割合が高い。 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局『平成24年版働く女性の実情』78頁及び81頁）より。 
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• 介護を機に離職した離職者に対してその理由
を聞いたところ、男女ともに「仕事と手助け・介
護の両立が難しい職場だったため」（男性
62.1％、女性62.7％）が最も多く、「自分の心身
の健康状態が悪化したため」（男性25.3％、女
性32.8％）、「自分の希望として「手助け・介護」
に専念したかったため」（男性20.2％、女性
22.8％）、「施設へ入所できず「手助け・介護」の
負担が増えたため」（男性16.6％、女性8.5％）と
続いている。 

• 離職時の就業継続の意向を聞いたところ、男女
ともに5割以上が「続けたかった」（男性56.0％、
女性55.7％）と回答している。 
 

25 平成28年版高齢社会白書より 



• 同居している主な介護者が1日のうち介護に

要している時間をみると、「必要な時に手をか
す程度」が42.0％と最も多い一方で、「ほとん
ど終日」も25.2％となっている。 

• 要介護度別にみると、要支援1から要介護2ま
では「必要な時に手をかす程度」が最も多く
なっているが、要介護3以上では「ほとんど終
日」が最も多くなっており、要介護4以上では
約半数がほとんど終日介護している。 

26 平成28年版高齢社会白書より 



介護離職は現役世代の貧困につながる 

①介護離職を男女別にみると，男性は９万８千
人，女性は38万９千人となっており，女性が約８
割を占めている（平成24年就業構造基本調査結
果の概要）。 
②しかも、離職後、無職になる人が大半であるた
め、社会保険において、国民健康保険（扶養者
がいれば除く）、国民年金となり、親の介護によ
り子供（現役世代）の経済状況は厳しくなる。 
③企業にとっても、女性が辞めてしまうことで、人
材確保の視点で課題が多い。 
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在宅における介護のケース 
①独居高齢者（要介護者） 
  ・天涯孤独で、身寄りもいない 
  ・娘や息子は、遠距離でキーパーソンはいる 
②老夫婦世帯 

   ・老夫婦が、自分の親を介護 
  ・老夫婦で、配偶者が要介護者で、その配偶者が介護者である 
③二世代 
  ・５０代の娘もしくは息子が働きながら、親の介護（日中独居） 
  ・５０代の娘もしくは息子が親の介護を理由に介護職して介護 
④三世代 
  ・嫁が看ている昭和型の世帯 
  ・夫婦は共働きだが、三世代家族で要介護者 
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 契約主義が成り立たなく日本社会 

↓ 
 認知症高齢者の急増、ひとり暮らし、
老老夫婦世帯の急増 

29 
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社会保障審議会介護保険部会（2016.9.7）より 31 



 認知症の方の徘徊問題 
 認知症高齢者問題で驚くべき実態として、認知症や
その疑いのある行方不明者が１万人を超えていること
だ。警察庁や厚労省の資料によれば、これらの行方
不明者は、2012年9607人、2013年10322人にのぼっ
ている。ただし、これら98％が1週間以内に身元がわ
かり自宅に帰宅している。 
 そのうち栃木県に限っては、認知症の行方不明者の
届け出が2012年140人、2013年135人となっており、１

週間以内で見つかるケースが大部分だが、河川や林、
用水路で死亡して発見されるケースも20人程度だとい
う（朝日新聞2014年6月20日付）。 

 32 



 認知症高齢者問題で世間に衝撃を
与えた事件として、「認知症鉄道死に
おける最高裁判決」が挙げられる。 
 報道によれば、2007年12月愛知県
大府市に住む認知症の男性（当時91
歳）が徘徊し、列車に跳ねられて死
亡した事件。結果、損害賠償責任は
なし。 
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この裁判判決の影響は？？？ 

 約1万人の行方不明者問題が明るみとなった

こともあって、介護している家族にとって深刻な
問題として受け止められた。「もしかして、徘徊
して、最悪、損害賠償を支払うことになるの
か？」「部屋の鍵をかけたり、外に出らでられな
いようにする」といった、非人道的な介護をしな
ければ、徘徊の危険性は防げないと。 
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認知症が加害者に 
 認知症高齢者が、必ずしも被害者の立場ではなく、
加害者となるケースもある。典型的なケースが、認知
症高齢者が運転する自動車で事故を引き起こしてしま
うことである。新聞記事によれば、認知症が疑われる
高齢者が運転するケースで、死亡事故が2014年大阪
府警の調査で5ケースあったという。 
 例えば、高速道路を運転していた70代高齢者が、Ｕ
ターンして乗用車と正面衝突したというのだ。2009年
から75歳以上高齢者の運転免許更新では、認知症の
検査が必須となったが、2013年約145万2千人のうち
更新取り消しケース数は118人であったという（「認知
症危ういハンドル」朝日新聞2014年10月29日付）。 
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 認知症高齢者問題で世間に衝撃を
与えた事件として、「認知症鉄道死に
おける最高裁判決」が挙げられる。 
 報道によれば、2007年12月愛知県
大府市に住む認知症の男性（当時91
歳）が徘徊し、列車に跳ねられて死
亡した事件。結果、損害賠償責任は
なし。 
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時事通信社（2016/11/06-11:30） 
  横浜市で軽トラックが小学生の列に突っ込み、小学１年

の男児が死亡、７人が重軽傷を負った事故で、逮捕され
た合田政市容疑者（８７）が認知症を患っている可能性が
あることが６日、捜査関係者への取材で分かった。神奈
川県警港南署は同日、現場で同容疑者を立ち会わせ実
況見分を行った。  
 捜査関係者によると、合田容疑者は逮捕直後の調べに
「ブレーキが効かなかった」と話したが、その後は供述が
二転三転している。現場にブレーキ痕はなかった。実況
見分では「子どもにぶつかったことは覚えている」と述べ
たが、詳細は説明できていないという。 
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http://www.jiji.com/jc/article?k=2016102800183&g=soc


認知症の妻は凍死か 北区・高齢夫婦死亡 
東京新聞朝刊2014年1月12日 

 東京都北区赤羽のアパートで、年老いた夫婦の遺体が見つかっ
た。妻（７９）は夫（７５）の死後に凍死したとみられ、認知症だった。
妻の介護担当者は何度も連絡を取ろうと試みたが、遺体発見は
死後１カ月以上たってから。 
  昨年十一月の電話に応答せず、その後も計八回したが出ない
ため、十二月上旬にアパートを訪ねた。「ケアマネジャーはプライ
バシーの問題で、すぐにドアを開けることをためらったようです」と
区の担当者。この時、ドアにカギはかかっていなかった。十二月
二十八日夕方。夫の親族とケアマネジャー、区職員らがアパート
を訪ねた。二人は居間であおむけの状態で死んでいた。夫は昨
年十月三十日、妻のかかりつけの病院で薬を受け取ったのを最
後に連絡が途絶えていた。解剖の結果、夫はこの直後に脳疾患
で死亡し、妻はしばらくして凍死したとみられた。 
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 平成27年中の自殺者総数は24,025人で、
男性が16,681人と全体のうち69.4％を占め
ている。なお、「介護・看病疲れ」は243人に
のぼっている（男性148人、女性95人）。 
 いわば全体の自殺者のうち約１％が、「介
護・看病疲れ」が背景となっている。 
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自殺者のうち約１％が、「介護・看病疲れ」 



殺人事件における動機は、「介護・看病疲れ」が5.7％ 

40 

憤怒 43.4%

怨恨 15.8%

動機不明 5.7%
介護・看病疲れ 5.7%

異常めいてい・精神障害等 4.7%

子育ての悩み 3.2%
痴情 3.2%
生活困窮 2.8%
その他の利欲 1.2%
性的欲求 0.9%

表１　殺人（検挙事件）の動機・原因

法務総合研究所『研究部報告50～無差別殺傷事犯に関する研究～』
2013年11頁より作成



• 高齢者介護現場では、本来、要介護認定制度に申
請さえすれば、介護保険サービスを利用できるに
も関わらず、家族介護者が申請手続きをせずに、
サービスに繋がらない潜在的な要介護者がいる。 

• 家族介護者は親戚や地域の声かけにも拒み、例
えば「自分が介護をしなければ」との思いから、他
人の支援を得ることに「恥」といった感情を抱く。そ
して、献身的に介護を続けるあまり、精神的に追い
詰められていく。 

• 他人を「家」に入れることをよしとせず、人間関係を
嫌う家族介護者が「孤立」化してしまい、最終的に
は追い詰められ「介護殺人」といった事態に至って
しまう。 
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 厚労省の資料によれば、公式に「虐待」と判断さ
れた介護施設における虐待事例は、2006年54件
に対し2013年度221件と約4倍に達している。もち

ろん、高齢者施設も増加しているため、件数が増
えることはいたしかたない。しかし、プロの介護士
による事例が伸びつづけている実態は見過ごせ
ない。しかも、このデータは公式に判断されたもの
で、明るみとなっていないケースは、この数倍と推
察される。 

42 

介護施設の選択も考えるが？ 



間違わない介護施設選びの６箇条！ 
～消費者＝市民の目を養う～ 

①ボランティアが多い介護施設は良質！ 
②介護士の離職率が低いことが決め手 
③施設の質は職員配置次第！ 
④介護士の有資格者率が高ければ安心 
⑤研修制度の充実がサービスの質に影響する 
⑥建物の良いからといって良質な介護施設と
は限らない 
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保証人がいない入居者を受け入れる 

• 高齢者らからの預託金流用が発覚していた公益
財団法人「日本ライフ協会」（東京都港区）が、破
産手続きに陥った。 

• 老人ホーム入居時に、身元保証人を不要とすべき
ではないか（ケース会議によって）。社会福祉法人
が積極的に身元保証人の代替をすべきである。 

※厚労省は3月7日、都道府県や政令市、中核市の担当課長らを省内

に集めた会議で「入院・入所希望者に身元保証人などがいないことは
サービス提供を拒否する正当な理由に当たらない」と説明。指導や監
督の権限がある自治体に対し、不適切な取り扱いを行うことのないよ
う対応を求めた。（毎日新聞2016年3月7日 21時39分） 
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保証人・身元引受人・緊急時連絡先・残置物引取人の取扱いについて 

45 

（財）高齢者住宅財団『サービス付き高齢者向け住宅等の実態に関する調査研究』平成25年3月94ページより 
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厚労省『平成26年（2014）人口動態統計（確定数）の概況』2015年9月3日付より 



• 「治る見込みがない病気になった場合、どこ
で最期を迎えたいか」についてみると、「自
宅」が54.6％で最も多く、次いで「病院などの
医療施設」が27.7％となっている。 

• 高齢者の延命治療の希望についてみると、
65歳以上で「少しでも延命できるよう、あらゆ

る医療をしてほしい」と回答した人の割合は
4.7％と少なく、一方で「延命のみを目的とした

医療は行わず、自然にまかせてほしい」と回
答した人の割合は91.1％と9割を超えた。 

 

47 平成28年版高齢社会白書より 



 そもそも認知症高齢者などには成年後見人
制度があるが、それらの支援は財産管理を含
む契約事項と、身上監護と言われる部分的な
支援に限られる。 
 例えば、成年後見人は高齢者が入院や施設
入所しても、実際に車椅子を推して看護・介護
することはなく直接的な支援はしない。あくまで
も契約時の後見人である。 
 しかし、本来、家族であれば身元保証人とし
て契約責任も担い、同時に車椅子を押して入院
先まで同行するのが一般的だ。 
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少子化対策と男女共同参画の視点から共働き
が当たり前の日本社会にするには？？？ 

↓ 
 一部を除いて、共働きが浸透しないと労働力
不足を補うことは不可能？？？ 
 子育ては、0歳～大学卒業までの22才といっ
た長期スパンで（就学前・小学4年までではな
い）。 
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 大学進学率は、第二次ベビー
ブーム世代が18歳に達する1980
年代終わりから1990年代前半以

降、大学進学率は上昇傾向に入
り、1990年の24.6％から2000年に
は39.7％となり、2010年には
50.9％と過去最高の水準となった。 
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未婚率の上昇による影響 
①女性よりも男性が結婚しない割合が高い 
  息子が親の介護を担うケースが増える（女   
  性の２倍の人が結婚しない）。 
②女性の晩婚化がすすみ初産時期も３０代の  
  割合が高くなっている。 
 ※子育ての親の年齢層が上昇傾向にある。 
③親の介護と子供の大学進学時期が重なる 
 ※３５歳前後で子供を産むと５０代で大学生 
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学歴別就職者数と大学進学率の推移 

資料出所文部科学省「学校基本調査」から 
52 



厚労省「平成26年度 介護給付費実態調査の概況」より作成 
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 共働きは、子育てを終えて
も「介護」という問題で女性
は仕事を辞める可能性があ
る。介護離職など。 
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保育・学童保育施策の 
位置づけは？？？（普遍とは） 

①雇用対策であり共働き世帯のサービス      
（保育園、学童保育） 
②母子家庭、低所得者対象のサービス       
（保育園、学童保育） 
③障害児のサービス、療育、障害児放課
後対策 
④養護施設、児童虐待など 
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福祉・介護なくして日本社会はありえない 

• 超高齢化社会において、福祉・介護業界なくし
て日本社会はありえない。 

• 介護士は、貴重な社会資源である。 
• 確かに、現在は、厳しい労働環境であるが、高
齢化が進めば進むほど、その人材は貴重なも
のとなる。 

• 実際、３０歳、４０歳過ぎの他業界から転職して
いる福祉職・介護士も多い。その意味で、２０歳
前後から介護士を目指す人材は貴重である。 
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社会保障審議会介護保険部会資料より 57 



「介活」による利用者啓発が重要 
• 「介活」とは、「自分が介護に直面する！」とき、もしくは
「親の介護を担わなければならない！」といった備えも、人
生の節目で欠かせない。しかし、「介活」となると、介護施
設の選び方、介護保険の利用方法、介護費用の工面など、
消費者目線が重視されがちだ。 

• とかく介護保険サービスを利用する高齢者の中には権利
意識が強く、「やってもらってあたりまえ」といった認識で、
利用している者も少なくない。そのため、要介護高齢者も
介護保険サービスを利用する際に、「支えられ上手」にな
ることで、通常のサービスに上乗せされた「ホスピタリティ」
によるプラス的な支援が期待できるはずだ。 

• とかく介護職員の高齢者への「虐待」事例は頻繁に報道さ
れるものの、利用者からの介護職員への危害案件は問
題視されにくい。 
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ご清聴ありがとう
ございました！ 
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